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身体障害者手帳交付者数の推移                       （各年度末） 

第 2 章 障害者の現況 
 
1 障害者の現況（平成 23 年度～25 年度） 
 
（1）身体障害者手帳＊交付者数の推移 

身体障害者手帳＊交付者数の推移をみると、近年、微増傾向が続いています。 

平成 25 年度末の障害種別の内訳をみると、肢体不自由の 3,988 人が最も多く、

これに内部障害の 2,203 人、視覚障害の 850 人が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）療育手帳＊交付者数の推移 

療育手帳＊交付者数の推移をみると、A（最重度・重度）、B（中度・軽度）ともに

増加傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療育手帳交付者数の推移                       （各年度末） 
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（3）精神保健福祉手帳＊交付者数の推移 

精神保健福祉手帳＊交付者数の推移をみると、増加率が 10％前後の大きな伸びと

なっています。 
 

精神保健福祉手帳交付者数の推移                   （各年度末） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）精神科病院入院者数及び通院医療公費負担者数の推移 

精神科病院入院患者数の推移をみると、減少傾向となっています。一方、通院医療

公費負担者数は、年々、増加傾向にあり、増加率は約 10％で推移しています。 
 

精神科病院入院患者数の推移                     （各年度末） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

通院医療公費負担者数の推移                       （各年度末） 
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（5）就学の状況 

大牟田特別支援学校＊の児童・生徒数の推移をみると、増加傾向にあります。 

市内の小・中学校の特別支援学級＊に通う児童・生徒数の推移をみると、増加傾向

にあり、特に小学部の増加率が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大牟田特別支援学校の児童・生徒数の推移                （各年度末）

特別支援学級に通う児童・生徒数の推移                  （各年度末）
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（6）大牟田特別支援学校＊（高等部）における卒業時の進路状況 

「施設」が最も多く、平成 25 年度は「施設」9 人、「病院」2 人で、「就職」は 2

人となっています。 

 

大牟田特別支援学校卒業時の進路状況（高等部）   （各年度末） 

 

 

 

 

 

 

                          単位：（人） 

 

 

年   度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
進   学 0 0 0
就   職 1 0 2
施   設 5 12 9
病　 院 5 2 2
自宅他 0 0 0

計 11 14 13
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2 福祉に関するアンケート調査結果から 

※下記以外の結果は、主要施策の現状と課題で扱う。 

 

（1）日常生活の状況 

日常生活動作＊10 項目の中で「全部介助が必要」の割合が最も高いのは、「外出」

と「お金の管理」の 17.4％。以下、割合が高い方から、「薬の管理」（16.9％）、「入

浴」（12.6％）の順。「食事を摂る」、「トイレをする」、「着替える」、「家の中の移動」

などで「全部介助が必要」は 10％台以下となっています。 

この結果を交付手帳の種類別にみると、「全部介助が必要」は、「身体障害者重度（1

～2 級）」と「療育手帳＊A 判定」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

79.1

79.8

68.8

75.6

70.0

78.2

54.5

69.3

63.1

67.5

12.0

8.6

15.9

12.5

16.4

9.7

24.0

14.2

15.6

12.1

17.4

9.9

17.4

16.9

4.0

ひとりでできる 一部介助が必要

8.7

9.9

8.6

12.6

8.9

5.7

全部介助が必要

3.5

6.5

4.1

3.4

3.6

3.3

2.8

2.7

3.1

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

食事
n=858

トイレ
n=858

入浴
n=858

衣服の着脱
　　　n=858

身だしなみ
　　　n=858

家の中の移動
　　　　　n=858

外出
n=858

家族以外の人の意思疎通
　　　　　　　　　n=858

お金の管理
　　　n=858

薬の管理
　　n=858
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10.9

23.0

28.6

22.4

11.2

3.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

～39歳

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

(%)

n=858

（2）主な介助者の状況 

「ホームヘルパー＊や施設の職員」の 32.5％が最も高く、これに「配偶者」の

30.2％、「子ども」の 23.7％が続いています。 

この結果を交付手帳の種類別にみると、「身体障害者重度（1～2 級）」は「ホーム

ヘルパー＊や施設の職員」の割合が比較的高く、「療育手帳＊所持者」は「父母・祖父

母・兄弟」の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）主な介助者の年齢（平成 26 年 8 月 1 日現在） 

「60 歳代」の 28.6％が最も高く、これに

「50 歳代」の 23.0％、「70 歳代」の 22.4％

が続いています。 

 

 

 

 

 

 

（4）主な介助者の健康状態 

「ふつう」の 50.6％が最も高く、これに「よい」の 24.0％、「よくない」の 23.7％

が続いています。 

 

 

 

 

30.2

23.7

32.5

5.8

23.2

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

父母・祖父母・兄弟

配偶者

子ども

ホームヘルパーや
施設の職員

その他の人

(%)

n=431

50.6

23.7

1.6

24.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

よい

ふつう

よくない

無回答

(%)

n=858
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（5）障害福祉サービス＊等の今後の利用意向 

「利用したい」割合が高い方から、「相談支援」（28.4％）、「居宅介護」（24.2％）、

「自立訓練」（22.8％）、「生活介護」（20.2％）、「短期入所」（20.2％）の順となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注）障害福祉サービスの内容については、P95 に掲載しています。

24.2

15.3

12.4

14.1

12.9

20.2

22.8

9.6

10.4

14.8

20.2

12.1

13.1

28.4

6.1

4.4

10.4

8.6

39.5

41.5

43.8

41.5

42.1

37.3

36.1

44.8

43.6

38.6

36.2

41.3

40.3

27.2

43.8

41.3

42.8

41.8

42.0

42.3

36.5

37.6

41.0

45.7

46.0

46.6

43.6

46.6

46.6

44.4

50.1

54.3

54.5

55.0

55.0

54.5

53.1

53.7

3.1

3.0

3.1

2.7

利用したい 利用しない

42.5

45.0

44.4

43.8

43.2

36.2

無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

凡例

居宅介護
　　n=858

重度訪問介護
　　　　n=858

同行援護
　　n=858

行動援護
　　n=858

重度障害者等包括支援
　　　　　　　　　　　n=858

生活介護
　　　n=858

自立訓練
　　　n=858

就労移行支援
　　　　n=858

就労継続支援
　　　　n=858

療養介護
　　　n=858

短期入所
　　n=858

共同生活援助
　　　　n=858

施設入所支援
　　　　n=858

相談支援
　　　n=858

児童発達支援
　　　　n=858

放課後等デイサービス
　　　　　　　　n=858

保育所等訪問支援
　　　　　　　n=858

医療型児童発達支援
　　　　　　　　　n=858

福祉型児童入所支援
　　　　　　　　n=858

医療型児童入所支援
　　　　　　　　n=858

移動支援事業
　　　　n=858

日中一時支援事業
　　　　　　n=858
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（6）充実すべき障害のある人に対する行政の支援策 

「年金や手当等の充実」の 51.3％が最も高くなっています。以下、回答割合の高

い方から、「通院・治療のための医療費の助成」（29.8％）、「障害者にやさしいまち

づくりの推進」（28.9％）、

「障害のある人に対する

社会全体の理解を深める

ための啓発や人権教育の

充実」（25.5％）、「緊急

時や災害時の支援体制の

充実」（24.1％）の順と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

29.8

28.9

25.5

24.1

23.1

17.9

17.9

17.7

17.7

17.4

14.3

10.5

10.1

6.8

6.6

6.3

4.7

3.3

2.8

51.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

年金や手当等の充実

通院・治療のための医療費の助成

障害者にやさしい
まちづくりの推進

障害のある人に対する社会全体の理解
を深めるための啓発や人権教育の充実

緊急時や災害時の
支援体制の充実

入所できる福祉施設の充実

就労支援の充実

在宅生活を支えるための
医療の充実

公営住宅への障害者優
先入居等住宅施策の充実

障害者に対する情報提供や
相談窓口の充実

機能回復訓練等のリハビリ
テーションの充実

ホームヘルプやデイサービス、
外出支援等の在宅サービスの充実

障害の特性や程度に応じた
障害児保育・教育の充実

グループホーム等の地域で
共同生活できる住まいの整備

障害者同士や地域の人等と
交流ができる場の充実

障害者の結婚や子育て等に
対する支援の充実

行政の審議会や委員会等
への障害者の参画（登用）

文化・スポーツ・レクリエーション等を
通じた社会参加の支援

ボランティアの育成と活動支援

その他

(%)
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